
会合の趣旨会合の趣旨会合の趣旨会合の趣旨会合の趣旨会合の趣旨会合の趣旨会合の趣旨

情報通信プロジェクト情報通信プロジェクト情報通信プロジェクト情報通信プロジェクト情報通信プロジェクト情報通信プロジェクト情報通信プロジェクト情報通信プロジェクト
第１回会合第１回会合第１回会合第１回会合第１回会合第１回会合第１回会合第１回会合

平成１３年４月２６日平成１３年４月２６日平成１３年４月２６日平成１３年４月２６日平成１３年４月２６日平成１３年４月２６日平成１３年４月２６日平成１３年４月２６日

情報通信プロジェクト事務局情報通信プロジェクト事務局情報通信プロジェクト事務局情報通信プロジェクト事務局情報通信プロジェクト事務局情報通信プロジェクト事務局情報通信プロジェクト事務局情報通信プロジェクト事務局

情１－１



科学技術基本計画のポイント科学技術基本計画のポイント科学技術基本計画のポイント科学技術基本計画のポイント科学技術基本計画のポイント科学技術基本計画のポイント科学技術基本計画のポイント科学技術基本計画のポイント
（基本理念）（基本理念）（基本理念）（基本理念）（基本理念）（基本理念）（基本理念）（基本理念）

科学技術創造立国として目指すべき国の姿と総合戦略の理念科学技術創造立国として目指すべき国の姿と総合戦略の理念科学技術創造立国として目指すべき国の姿と総合戦略の理念科学技術創造立国として目指すべき国の姿と総合戦略の理念科学技術創造立国として目指すべき国の姿と総合戦略の理念科学技術創造立国として目指すべき国の姿と総合戦略の理念科学技術創造立国として目指すべき国の姿と総合戦略の理念科学技術創造立国として目指すべき国の姿と総合戦略の理念科学技術創造立国として目指すべき国の姿と総合戦略の理念科学技術創造立国として目指すべき国の姿と総合戦略の理念科学技術創造立国として目指すべき国の姿と総合戦略の理念科学技術創造立国として目指すべき国の姿と総合戦略の理念

２０世紀の総括　
科学技術の目覚ましい進歩
　・豊かで便利な生活・長寿
　・社会や地球環境への負の影響

２１世紀の展望　　
科学技術は社会の持続的発展の牽引車、人類の未来を切り拓く力
　・産業競争力、雇用創出、質の高い国民生活（高齢化・情報化・循環型社会）

　・人口問題、水・食料・資源エネルギー、温暖化、感染症　等
　　地球規模問題への対応、国際貢献

「知の創造と活用により世界に貢献できる国」

－新しい知の創造－
（ノーベル賞受賞者50年で30人）

「国際競争力があり持続的発展ができる国」

－知による活力の創出－

「安心・安全で質の高い生活のできる国」

－知による豊かな社会の創生－

目指すべき国の姿目指すべき国の姿目指すべき国の姿目指すべき国の姿目指すべき国の姿目指すべき国の姿目指すべき国の姿目指すべき国の姿目指すべき国の姿目指すべき国の姿目指すべき国の姿目指すべき国の姿

　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

科学技術政策の総合性と戦略性科学技術政策の総合性と戦略性科学技術政策の総合性と戦略性科学技術政策の総合性と戦略性科学技術政策の総合性と戦略性科学技術政策の総合性と戦略性科学技術政策の総合性と戦略性科学技術政策の総合性と戦略性科学技術政策の総合性と戦略性科学技術政策の総合性と戦略性科学技術政策の総合性と戦略性科学技術政策の総合性と戦略性

科学技術と人間、社会の関係
科学技術の正負両面性

を総合的、俯
瞰的にとらえる

○　自然科学、人文社会科学の総合化
○　社会のための、社会の中の科学技術

　

科学技術の振興は未来への先行投資

○　知の創出と人材の育成
○　研究成果が速やかに社会と産業に還元され、
　　 次の投資に繋がるダイナミックな循環

　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

科学技術振興のための基本的考え方科学技術振興のための基本的考え方科学技術振興のための基本的考え方科学技術振興のための基本的考え方科学技術振興のための基本的考え方科学技術振興のための基本的考え方科学技術振興のための基本的考え方科学技術振興のための基本的考え方科学技術振興のための基本的考え方科学技術振興のための基本的考え方科学技術振興のための基本的考え方科学技術振興のための基本的考え方

世界水準の優れた成果の出る
仕組みの追求と、そのための

基盤への投資の拡充

研究開発投資の効果を向上
させるための重点的な

資源配分

科学技術の成果の
社会への還元の

徹底

　科学技術活動の

国際化

基本方針基本方針基本方針基本方針基本方針基本方針基本方針基本方針基本方針基本方針基本方針基本方針

　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○　政府研究開発投資の総額２４兆円（前提：　対ＧＤＰ比１％、ＧＤＰ名目成長率３．５％）

○　毎年度の投資は、財政事情等を勘案し、研究システム改革や財源確保の動向等を踏まえて検討

○　研究開発投資の重点化・効率化・透明化を徹底し、研究開発の質を向上

政府の投資の拡充と効果的・効率的な資源配分政府の投資の拡充と効果的・効率的な資源配分政府の投資の拡充と効果的・効率的な資源配分政府の投資の拡充と効果的・効率的な資源配分政府の投資の拡充と効果的・効率的な資源配分政府の投資の拡充と効果的・効率的な資源配分政府の投資の拡充と効果的・効率的な資源配分政府の投資の拡充と効果的・効率的な資源配分政府の投資の拡充と効果的・効率的な資源配分政府の投資の拡充と効果的・効率的な資源配分政府の投資の拡充と効果的・効率的な資源配分政府の投資の拡充と効果的・効率的な資源配分

科学技術を巡る情勢科学技術を巡る情勢科学技術を巡る情勢科学技術を巡る情勢科学技術を巡る情勢科学技術を巡る情勢科学技術を巡る情勢科学技術を巡る情勢科学技術を巡る情勢科学技術を巡る情勢科学技術を巡る情勢科学技術を巡る情勢



科学技術基本計画のポイント科学技術基本計画のポイント科学技術基本計画のポイント科学技術基本計画のポイント科学技術基本計画のポイント科学技術基本計画のポイント科学技術基本計画のポイント科学技術基本計画のポイント
（重要政策と会議の使命）（重要政策と会議の使命）（重要政策と会議の使命）（重要政策と会議の使命）（重要政策と会議の使命）（重要政策と会議の使命）（重要政策と会議の使命）（重要政策と会議の使命）

科学技術の戦略的重点化科学技術の戦略的重点化科学技術の戦略的重点化科学技術の戦略的重点化科学技術の戦略的重点化科学技術の戦略的重点化科学技術の戦略的重点化科学技術の戦略的重点化科学技術の戦略的重点化科学技術の戦略的重点化科学技術の戦略的重点化科学技術の戦略的重点化

○基礎研究の推進：
　　公正で透明性の高い評価

による研究水準の向上

○国家的・社会的課題に対応
した研究開発の重点化

－ライフサイエンス、情報通信、

　環境、ナノテクノロジー・材料－

○地域における科学技術振興のための環境整備：
知的クラスターの形成

○産業技術力の強化と産官学連携の仕組みの改革

○科学技術に関する学習の振興、社会とのチャンネル

の構築

優れた成果の創出・活用のための科学技術シス優れた成果の創出・活用のための科学技術シス優れた成果の創出・活用のための科学技術シス優れた成果の創出・活用のための科学技術シス
テム改革テム改革テム改革テム改革

優れた成果の創出・活用のための科学技術シス優れた成果の創出・活用のための科学技術シス優れた成果の創出・活用のための科学技術シス優れた成果の創出・活用のための科学技術シス優れた成果の創出・活用のための科学技術シス優れた成果の創出・活用のための科学技術シス優れた成果の創出・活用のための科学技術シス優れた成果の創出・活用のための科学技術シス
テム改革テム改革テム改革テム改革テム改革テム改革テム改革テム改革

○科学技術振興のための基盤の整備： 大学等の施設

整備を最重要課題とし、施設整備計画を策定し計画

的に実施

科学技術活動の国際化の科学技術活動の国際化の科学技術活動の国際化の科学技術活動の国際化の
推進推進推進推進

科学技術活動の国際化の科学技術活動の国際化の科学技術活動の国際化の科学技術活動の国際化の科学技術活動の国際化の科学技術活動の国際化の科学技術活動の国際化の科学技術活動の国際化の
推進推進推進推進推進推進推進推進

○主体的な国際協力活動の推進

○国際的な情報発信力の強化

○　国内の研究環境の国際化

○すぐに発展し得る領域：　
　　先見性と機動性を急もって
　　的確に対応
　　最近の例： ナノテクノロジー、バイオ

インフォマティクス、システム生物学、
ナノバイオロジー

○優れた科学技術関係人材の養成と科学技術に関す　

　 る教育の改革：

研究者・技術者の養成と大学等の改革

○　研究開発システムの改革：　
・競争的資金の倍増と間接経費(30%)の導入
・研究者の流動性向上のための任期付任用
（原則３→５年） 、公募の普及
・若手研究者の自立の向上（若手を対象とした研究費の
拡充、助教授、助手が独立して研究できる環境の整備）
・透明性・公正さの確保と適切な資源配分に向けた評価
システムの改革

○科学技術に関する倫理と社会的責任：

生命倫理、研究者・技術者の倫理、説明責任とリスク管理

　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○総理のリーダーシップの下、科学技術政策
推進の司令塔　　　

○省庁間の縦割りを排し、先見性と機動性を
持った運営

○世界に開かれた視点、人文社会科学とも融
合した「知恵の場」

○科学技術の両面性に配慮、科学技術に関す
る倫理の確立

・重点分野における研究開発の推進
・資源配分の方針
・国家的に重要なプロジェクトの推進
・重要施策についての基本的指針の策定
・国家的に重要な研究開発についての評価　
・基本計画のフォローアップ

科学技術基本計画を実行するに当たっての総合科学技術会議の使命科学技術基本計画を実行するに当たっての総合科学技術会議の使命科学技術基本計画を実行するに当たっての総合科学技術会議の使命科学技術基本計画を実行するに当たっての総合科学技術会議の使命科学技術基本計画を実行するに当たっての総合科学技術会議の使命科学技術基本計画を実行するに当たっての総合科学技術会議の使命科学技術基本計画を実行するに当たっての総合科学技術会議の使命科学技術基本計画を実行するに当たっての総合科学技術会議の使命科学技術基本計画を実行するに当たっての総合科学技術会議の使命科学技術基本計画を実行するに当たっての総合科学技術会議の使命科学技術基本計画を実行するに当たっての総合科学技術会議の使命科学技術基本計画を実行するに当たっての総合科学技術会議の使命

重要政策重要政策重要政策重要政策重要政策重要政策重要政策重要政策重要政策重要政策重要政策重要政策



科学技術基本計画における情報通信分野科学技術基本計画における情報通信分野
（２００１年３月３０日閣議決定）（２００１年３月３０日閣議決定）

国家的・社会的課題に対応国家的・社会的課題に対応し、優先的に研究開発資源をし、優先的に研究開発資源を配分配分

する重点４分野の一つする重点４分野の一つ

ネットワーク高度化技術ネットワーク高度化技術
ネットワーク上であらゆる活動をストレスなく時間と場所を問わず安全に行える

高度コンピューティング技術高度コンピューティング技術
社会で流通する膨大な情報を高速に分析・処理し、蓄積し、検索できる

ヒューマンインタフェース技術ヒューマンインタフェース技術
利用者が複雑な操作やストレスを感じることなく、誰もが情報通信社会の恩恵を受けるこ
とができる

共通基盤技術共通基盤技術
上記を支える共通基盤となるデバイス技術、ソフトウェア技術

具体的な課題

多様性と技術革新の早さといった特性を持つことを踏まえつつ、市場原理のみでは戦略
的・効率的に達成し得ない基礎的・先導的な領域の研究開

　発に重点を置く

革新的なアイディアを有する研究者個人に着目した研究開発に重点を置くと共に、民間
の優れた人材の教育現場での活用により、優れた研究者間・技術者の養成・確保を図る

ネットワーク上での安全・安心な活動を担保するための制度等の整備、技術開発のため
のテストベッドの提供、標準化等の国際的な取組、国民が情報通信技術を活用すること
ができるようにするための教育及び学習の振興等に取り組む

コンピュータの誤動作・機能不全による災害、ネットワークを介した不正行為による社会
システムの機能停止への対策や、プライバシー等の情報管理の在り方の検討、情報格
差の是正

推進に当たっての留意事項



科学技術基本計画科学技術基本計画（３月３０日閣議決定）（３月３０日閣議決定）

におけるにおける
情報通信分野の推進戦略等の位置づけ情報通信分野の推進戦略等の位置づけ

１．重点分野における研究開発の推進１．重点分野における研究開発の推進
　総合科学技術会議は、本基本計画が定める重点
化戦略に基づき、各重点分野において重点領域並
びに当該領域における研究開発の目標及び推進
方策の基本的事項を定めた推進戦略を作成し、内
閣総理大臣及び関係大臣に意見を述べる。特に重
要な領域については、必要に応じて専門調査会を
設けるなどの方法により、戦略を作成する。

２．資源配分の方針２．資源配分の方針
　総合科学技術会議は、本基本計画、重点分野における研究開発
の推進戦略等を踏まえて、関係府省における施策の
取組を把握し、不必要な重複など府省縦割りの弊
害の有無や実施中の施策の効果を評価する。それ
を踏まえ、より効果的・効率的な取組を実現すると
の観点から、次年度における特に重点的に推進す
べき事項、質の高い科学技術推進のための科学
技術に関する予算の規模等について内閣総理大
臣に意見を述べる。その上で、総合科学技術会議
は、次年度の重要な施策、資源の配分に関する考
え方を明らかにし、関係大臣に示す。さらに、総合
科学技術会議において示された考え方を踏まえた
資源配分が行われるよう、必要に応じて予算編成
過程において財政当局との連携を図る。



総合科学技術会議の概要総合科学技術会議の概要

１．設置経緯

　総合科学技術会議は、内閣総理大臣及び内閣を補佐する
「知恵の場」として、我が国全体の科学技術を俯瞰し、一段高
い立場から、総合的・基本的な科学技術政策の企画立案及び
総合調整を行うことを目的とし、平成１３年１月、内閣府設置法
（平成１１年法律第８９号）に基づき、「重要政策に関する会議」
の一つとして内閣府に設置。

２．所掌事務

（１）内閣総理大臣等の諮問に応じ、次の事項について調査審
議を行う。

①科学技術の総合的かつ計画的な振興を図るための基本的な政策

②科学技術に関する予算、人材等の資源配分の方針、その他の科学技術
の振興に関する重要事項

（２）科学技術に関する大規模な研究開発その他の国家的に
重要な研究開発の評価を行う。

（３）（１）①及び②に関し、必要な場合には、諮問を待たず内閣
総理大臣等に対し意見を述べる。

３．特徴

（１）戦略性・適時性
国家的・社会的課題に適時適切に対応するための科学技術に関する総合
戦略を立案。

（２）総合性
人文・社会科学も含み、倫理問題等の社会や人間との関係を重視。

（３）自発性
内閣総理大臣等の諮問に応じ答申するのみならず、自ら意見具申できる。



総合科学技術会議での推進戦略の検討総合科学技術会議での推進戦略の検討

原則毎月１回開催
議員構成

•総理
•内閣官房長官
•総理が指定する関係
閣僚
•科学技術政策担当大
臣
•総理が指定する関係
機関の長
•有識者議員

総合科学技術会議

各重点分野における推進戦略の検討
予算、人材その他の資源配分方針の

　 検討

（必要に応じて検討）

情報通信プロジェクト会合

分野別の検討

科学技術に関する
基本的な政策の調
査審議
予算・人材等の資
源配分方針等の調
査審議
国家的に重要な研
究開発の評価

• 評価専門調査会

• 科学技術システム改革専門
調査会

• 生命倫理専門調査会

• 日本学術会議の在り方に関
する専門調査会

重点分野推進戦略専門調査会 他の専門調査会



情報通信分野推進戦略の検討情報通信分野推進戦略の検討

１．対象期間
■ 科学技術基本計画（本年３月３０日閣議決定）と同じ５年間

（平成１３年度～１７年度）とする。

（ただし、機動性、スピードの要求される時代にあって、重点化の対象・
内容については、継続的に調査・検討を行うことにより適時の見直しを
行う。）

２．スケジュール
■ 本年６月末には重点分野推進戦略専門調査会において平

成１４年度概算要求に向けた重要な施策、資源配分に関する

考え方をとりまとめることとなっている。

■ したがって、本会合においては、それに向けて５月末を目途

に推進戦略の検討を行い、特に１４年度要求に向けて特に手
当が必要な点を中心に議論を深める。

■ さらに、年末に向けて、それ以外の論点も含め具体的な検

討を行う予定。



情報通信プロジェクト会合のスケジュール案情報通信プロジェクト会合のスケジュール案

第１回　４月２６日（木）

第２回　５月１５日（火）予定
とりまとめに向けた検討

第３回　５月下旬
　　 検討のとりまとめ案

（この間に重点分野推進戦略専門調査会での審議、本会議
で活動状況報告）

第４回　６月上旬
　　 検討のとりまとめ

（この間に重点分野推進戦略専門調査会にて推進戦略の「と
りまとめ」を行い、本会議で議論）

７月以降年末まで目途
　　 より具体的な検討



重点分野推進戦略専門調査会重点分野推進戦略専門調査会

• 任務

科学技術に関する予算、人材その他の資源配分の重点化を着実に
行うため、重点分野の推進戦略に関する調査・検討を行う。

• メンバー
会長　井村　裕夫 総合科学技術会議議員
　　　　石井　紫郎 同
　　　　黒田　玲子 同
　　　　桑原　洋 同
　　　　志村　尚子 同
　　　　白川　英樹 同
　　　　前田　勝之助 同
　　　　吉川　弘之 同

（専門委員）
　　　　秋草　直之 富士通株式会社代表取締役社長
　　　　秋元　勇巳 三菱マテリアル株式会社取締役会長
　　　　池上　徹彦 会津大学学長
　　　　江頭　邦雄 味の素株式会社取締役社長
　　　　大塚　栄子 北海道大学名誉教授
　　　　大森　俊雄 東京大学生物生産工学研究センター教授
　　　　貝塚　啓明 中央大学法学部教授
　　　　茅　　陽一 慶應義塾大学客員教授
　　　　木村　孟 大学評価・学位授与機構長
　　　　小平　桂一 総合研究大学院大学長
　　　　篠沢　恭助 国際協力銀行副総裁
　　　　瀬谷　博道 旭硝子株式会社代表取締役会長
　　　　丹保　憲仁 北海道大学学長
　　　　中島　尚正 放送大学教授
　　　　馬場　錬成 科学ジャーナリスト
　　　　本庶　佑 京都大学大学院医学研究科教授
　　　　松田　慶文 社団法人国際交流サービス協会会長

• 設置期間及び専門委員の任期

本推進戦略に関する調査・検討の終了まで
















